
 
 
 
 

 

令和６ 年１ ２ 月２ ５ 日 

財    務    局 

 

工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象に関する  

情報の通知について 

 
建設業法（ 昭和 2 4  年法律第 1 0 0  号） が改正さ れ、 建設業者は、 主要な資

材の供給の著し い減少、 資材の価格の高騰その他の工期又は請負代金の額（ 以

下、 「 工期等」 と いう 。 ） に影響を 及ぼす事象が発生する おそれがある と 認め

る と き は、 契約を 締結する ま でに、 状況の把握のために必要な情報と 併せて通

知し なければなら ないこ と と さ れていま す。 こ れを 踏ま え、 都の工事における

工期等に影響を 及ぼす事象に関する 情報（ 以後、 「 おそれ情報」 と いう 。 ） の

通知について、 以下のよ う に取り 扱いま す。  
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１  対象案件 

  全ての建設工事 

 

２  通知の方法 

おそれ情報を 通知する 場合、 落札決定から 契約を 締結する ま でに、 通知書

（ 別紙様式－１ ） を契約担当者に提出する 。  

 

３  通知にあたっ ての留意事項 

（ １ ） 通知には、 天災その他自然的又は人為的な事象によ り 生じ る 発注者と 受

注者の双方の責に帰する こ と のでき ない事項を 記載する こ と 。  

（ ２ ） おそれ情報の入手先と し て、 メ ディ ア記事、 資材業者の記者発表ある い

は公的主体や業界団体など によ り 作成・ 更新さ れた一定の客観性を 有する

統計資料等に裏付けら れた情報を 用いる こ と （ 資材業者の口頭のみによ る

情報など 、 真偽を 確認する こ と が困難である 情報は除かれる こ と に留意す

る こ と ）。  

（ ３ ） 通知については、 工期等に影響を 及ぼす事象が発生する おそれがある と

認める と き に提出する も のであり 、 当該事象の発生する おそれが認めら れ

ない場合は、 提出を 求める も のではないこ と 。  

（ ４ ） 通知し た事象が契約締結後に顕在化し た場合、 契約の変更についての協

議を受注者から 発注者に対し て申し 出る こ と ができ る が、 契約変更の協議

については契約書の規定等によ り 行われる こ と 。  

（ ５ ） 通知を 提出し ていない場合であっ ても 、 契約書の規定によ り 、 契約の変

更について受注者から 発注者に対し て協議を申し 出る こ と ができ る こ と 。  



 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４  発注予定表への記載 

令和７ 年２ 月１ 日以降に公表する 案件から 、工期等に影響を 及ぼす事象が発生

する おそれがある と 認める 場合、落札者はおそれ情報を 通知する 旨、発注予定表

へ記載する 。 なお、 それ以前の案件においても 、 おそれ情報の通知を妨げる も の

ではない。  

【 問合せ先】    

財 務 局 経 理 部 総 務 課 契 約 調 整 担 当  直通（ ０ ３ ） ５ ３ ８ ８ －２ ６ ０ ７  


